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平成30年度決算

01  施設及び業務概況に関する調

   項     　　　　　　  目  行 数　　　値 項     　　　　　　目 行 数        値

1．明    治 0 1 2130601 (1) (3) 料  金  改  定  年  数 0 1 0200 (35)

事  業  創 2．大    正 (36)

(1) 設  認  可 3．昭    和

年  月  日 4．平    成 (4) 現行料金実施 3．昭  和 4280401 (37)

1．明    治 2150901 (2)     年   月   日 4．平  成

供      用 2．大    正 (5) (ア)  家 庭 用
(注)

(38)

(2) 開      始 3．昭    和 金 (イ)  全    体 単位 (39)

年  月  日 4．平    成
0.1%

(40)

2. 法適用年月日 3．昭    和 4170801 (3)

4．平    成

   チ  ェ  ッ  ク  ( 1 + 2 ) 8,452,303 (4)

3. 管    理    者 設        置 (5)

非   設   置

(1) 行 政 区 域 内 現 在 人口(人) 76,066 (6) (1) 損 益 勘 定  所 属 職 員 31 (41)

(2) 計  画   給   水  人  口 (人) 80,300 (7) 7.   原  水  関  係  職  員 (42)

4. (3) 現  在   給   水  人  口 (人) 75,600 (8) 職 う   浄  水  関  係  職  員 1 (43)

 チ  ェ ッ  ク  ((1)+(2)+(3)) 231,966 (9) 員   配  水  関  係  職  員 12 (44)

01     表    流    水 数 ち   検     針    職     員 (45)

(4) 種 02     ダ          ム   集     金    職     員 (46)

施 水 03     伏    流    水 (10) 人 (2) 資 本 勘 定  所 属 職 員 6 (47)

04     地    下    水 計  ( (1) + (2) ) 37 (48)

源 類 05     受          水 (49)

06     そ    の    他 (50)

(11) (51)

(5)  水    利    権           　a 20,300 (12) (52)

(6)  導  水  管  延  長  (千m)  b 4.39 (13) (53)

(7)  送  水  管  延  長  ( 〃)  c 185.98 (14)
8. (1)

ア  末    端 a 稼 働 中

設 (8)  配  水  管  延  長  ( 〃)  d 673.51 (15) 給     給水事業 b 建 設 中

(16) 水 イ  用    水 c 稼 働 中 (54)

(9)  浄  水  場  設  置  数     e 11 (17) 形     供給事業 d 建 設 中

(10) 配  水  池  設  置  数     f 95 (18) 態
(2) 簡       易

e 稼 働 中

(19)     水 道 事 業 f 建 設 中

チ    ェ    ッ    ク 106,794 (20) (55)

5. (1)  配   水   能   力  57,145 (21) (56)

業 (2)  一 日 最 大 配 水 量 ( 〃 ) 32,651 (22) (1)    
当　然
全  部

(3)  年 間 総 配 水 量  10324.87 (23) (2) 簡       易
条  例
全  部

(57)

務 (4)  年 間 総 有 収 水 量 ( 〃 ) 8052.38 (24)     水 道 事 業 条  例
財  務

チ    ェ    ッ    ク 1,927,521 (25) 10. 01  単   一   料   金    制

(1) 01  用        途        別 02  二   部   料   金    制

02  口        径        別 (26) 03  責   任   水   量    制 (58)

6. 03  そ        の        他 04  そ         の        他

(2) (ァ)  基  本  水  量  
税

8 (27) 11. 加       入       金(千円) 13,230 (59)

料 (ィ)  基  本  料  金  ( 円 )
込
み 1,544 (28)  導　水　管 2.25 (60)

料 金 (ゥ)  超  過  料  金 266 (29)  送　水　管 27.72 (61)

(   口  径  １３mm 2,077 (30)  配　水　管 141.04 (62)

  口  径  ２０mm 2,077 (31)  導　水　管 (63)

  口  径  １３mm 4,745 (32)  送　水　管 0.03 (64)

)

  口  径  ２０mm 4,745 (33)  配　水　管 1.82 (65)

(34) 01  自   治   体   職    員

02  民　間　 企　業　出　身

03  学 術・研 究 機 関 出身  (66)

04  そ        の         他

( a ～ f )

((1)+(2)+(3)+(4))

料

金

体

系

末

端

給

水

家
庭
用

10m3／月

料
金
体
系

用
水
供
給

０１０ 水道事業

団 体 コ ー ド ３８２０３５

施 設 名 ００１ 末端給水事業

法適用企業法 適 ・ 非 適 １

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ３ 市営

黒・赤字別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）
水 源 区 分 ５

２

用 途 区 分

規 模 別 ０５

２

原 価 区 分

団 体 名 宇和島市

愛媛県

受水を主とするもの

給水原価165円以上263円未満（末端）

5万人以上 10万人未満

50％以上 80％未満

都 道 府 県 名

水道－11－２

（
）

上

水

道

事

業

(
 
 
  
 
  
 
  
 
)

列
番
号

(
 
 
  

)

( m3 )

( m3 ／日)

(m3／日)

( 千m3 )

(円／m3)

１
３８２０３

５
０１ ０ １

コ
ー
ド

１か月10m3

当たり料金

１か月20m3

当たり料金

9.

法

適

用

区

分

上 水 道 事

5.(4)年間総有収水量のうち、

簡 易 水 道 事 業 分
( 千m3 )

当年度
実質料金
改定率(％)

1.
事

業

開

始

年

月
日

小
数
点
第
二
位
ま
で
表
示

4.(6)～(8)導送配水
管延長のうち、法定
耐用年数を経過した
管路延長(千m)

4.(6)～(8)導送配水
管延長のうち、当該
年度に更新した管路
延長(千m)

小

数

点

第

二

位

ま

で

表

表示単位に注意すること。

12.

管

理

者

の

情

報
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平成30年度決算 20   損　益　計　算　書

列

項 目 行 金　　　　　　額 番 項   目    行 金　　額 　等

(千円) 号 (千円)

1. 総収益(B)+(C)+(G)  (A) 0 1 2,442,381 (1) 5. 　 特   別　  利    益  　(G) 0 1 28,265 (48)

  (1)  営  業  収   益   (B) 2,202,568 (2) 　(1)　他   会   計   繰  入  金 (49)

ア　  給　  水　 収　 益 2,122,907 (3) 　(2)　固  定  資  産  売 却  益 (50)

うち簡易水道事業分 (4) 　(3)  そ　　　  　の　  　   他 28,265 (51)

(5) 6.   特    別    損    失    (H) 97,063 (52)

(6)   (1)  職　 員  　給 　 与　  費 (53)

(7) 　(2)  そ　　　 　 の　   　　他 97,063 (54)

(8) 7.     純 　利   益   237,708 (55)

(9) 8.　   純   損   失　(△) (56)

(10) 9.     (57)

   イ  受  託  工 事　収　益 1,916 (11) 10.    275,444 (58)

   ウ そ の 他  営  業 収 益 77,745 (12) 11.    513,152 (59)

      (ア) 他 会 計 負 担 金 13,431 (13)

      (イ) そ     の      他 64,314 (14) (60)

  (2)  営 業  外 収  益   (C) 211,548 (15) (61)

   ア  受 取 利 息及び配当金 1,005 (16) (62)

   イ  受  託 工  事  収  益 (17) (63)

　 ウ  国   庫   補   助  金 (18) 25,827 (64)

   エ  都 道 府 県 補  助 金 (19) 4,099 (65)

　 オ  他  会  計  補  助 金 4,252 (20) 20,061 (66)

(21) 01行64列 (67)

　 カ  長 期 前 受 金 戻 入 203,455 (22) の内訳 (68)

　 キ  資 本 費 繰 入 収 益 (23) 1,667 (69)

 　ク  雑　　    収 　    益 2,836 (24) (70)

2. 総 費 用(E)+(F)+(H)   (D) 2,204,673 (25) (71)

  (1)  営   業  費　用 (E) 2,029,929 (26) (72)

ア 原 水 及 び 浄 水 費 701,989 (27) (73)

イ 配 水 及 び 給 水 費 257,917 (28) (74)

ウ 受　 託　 工　事　費 219 (29) 203,455 (75)

(30) うち 199,051 (76)

(31)

(32) 0 2 (1)

エ 業　　　務　　　費 149,418 (33) (2)

オ 総　　　係　　　費 127,105 (34)  他　会　計 　繰　入　金　合　計 17,683 (3)

カ 減　価　償　却　費 782,687 (35) 　 (1)　繰出基準に基づく繰 入 金 17,683 (4)

キ 資　産　減　耗　費 10,594 (36) 　 (2)　繰出基準以外 の 繰 入 金 (5)

ク その他 営 業 費 用 (37) 　   ア (6)

(38) 　　 イ 繰出基準の事由以外の繰入 (7)

(39) (8)

  (2)  営 業 外 費 用    (F) 77,681 (40) ・消費税及び地方消費税に関する調

　 ア　支　　払　　利　　息 75,568 (41) 収益的  税　　     抜　      き 2,442,112 (9)

　 イ　企 業 債 取 扱 諸 費 (42) 収　入  税　　     込　　    み 2,616,883 (10)

   ウ　受　 託　 工　事　費 (43) 収益的  税　   　  抜　      き 2,202,884 (11)

   エ　繰  延  勘 定  償 却 (44) 支　出  税　　     込    　　み 2,282,243 (12)

   オ その 他 営 業 外 費用 2,113 (45) (13)

3.　  経　常　利　益 306,506 (46) 61,570 (14)

4.　  経　常　損　失　(△) (47) ・キャッシュ・フロー計算書に関する調

(1) 941,140 (15)

(2) △334,434 (16)

(3) △442,530 (17)

(4) (18)

(5) 164,176 (19)

(6)  資　 金　 期　 首　 残　 高 2,086,752 (20)

(7)  資　 金　 期　 末　 残　 高 2,250,928 (21)

94,257 (22)

19,311 (23)

01行22列 27,820 (24)

の内訳 30,357 (25)

(26)

21,251 (27)

10,459 (28)

(受 水 費 を 含 む)

(A)-(D)

０１０ 水道事業

団体コード ３８２０３５

法適・非適 １ 法適用企業

施 設 名 ００１ 末端給水事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ３ 市営

黒・赤字別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

都道府県名

団 体 名

愛媛県

宇和島市

水道－11－３ １
３８２０３

５
２０ ０１０

コ
ー
ド

「02行05列」のうち、国の補正予算等
に 基 づ く 事 業 に 係 る 繰 入

還 付 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 額

確 定 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 額

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
(又は前年度繰越欠損金 )

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

繰出基準に基づく事由に
係 る 上 乗 せ 繰 入

消費税及
び地方消
費税額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
(又は当年度未処理欠損金 )

業 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額
( 又 は 減 少 額 )

｛ (B + C) - (E + F) ｝

収 益 的 支 出 に 充 て た 企 業 債

収益的支出に充てた他会計借入金

「 0 1 行 2 6 列 」 の う ち 、 退 職 給 付 費
（会計基準の見直し等に伴う経過措置分）

「 0 1 行 5 3 列 」 の う ち 、 退 職 給 付 費
（会計基準の見直し等に伴う経過措置分）

「 0 1 行 2 6 列 」 の う ち 、
各 種 引 当 金 繰 入 額 の 合 計

「01行26列」のうち、たな卸資産評価損

「 0 1行 5 4列」のうち、繰延資産償却

「 0 1行 5 1列」のうち、長期前受金戻入

「 0 1行 2 2列」のうち、上水道事業分

減価償却に伴い収益化したもの

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

寄 付

受 贈

そ の 他

退職給付引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

そ の 他 引 当金 繰 入額

賞 与 引 当 金 繰 入

修 繕 引 当 金 繰 入

貸 倒 引 当 金 繰 入

資 金 に 係 る 換 算 差 額

「 0 1 行 5 4 列 」 の う ち 、 減 損 損 失 額
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平成30年度決算 21  費  用  構  成  表

列
   項                 目 行 金　　　　　額 番 項              目 行 金額（千円）等

(千円) 号

1. (1) 基      本      給 0 1 128,207 (1) 年 間 延 職 員 数(人) 0 1 444 (30)

職 (2) 手              当 67,896 (2) 年 度 末 職 員 数(人) 37 (31)

員 (3) 賃              金 (3) 基　　　　本　　　 給 151,667 (32)

給 (4) 退  職  給  付  費 39,902 (4) 16. 内 給 料 147,817 (33)

与 (5) 法  定  福  利  費 42,348 (5) 給 扶　　養 手　当 3,850 (34)

費 (6)         計 278,353 (6) 与 訳 地　　域 手　当 (35)

2.  支     払     利     息 75,568 (7) に 手 当 78,595 (36)

内 (1) 75,568 (8) 関 時 間 外 勤 務 手 当 8,782 (37)

(2) (9) す 内 特 殊 勤 務 手 当 2,251 (38)

訳 (3) (10) る 訳 期 末 勤 勉 手 当 61,091 (39)

3. 減   価   償    却   費 782,687 (11) 調 そ　　　の 　他 6,471 (40)

4. 動        力         費 7,457 (12) 計 230,262 (41)

5. 光　　 熱 　　水   　費 2,392 (13) 延　　　年　 　齢(歳) 1,787 (42)

6. 通　 信 　運 　搬  　費 9,944 (14) 延　経　験　年 数(年) 859 (43)

7. 修        繕         費 93,844 (15) 退 職 手 当  支 出 額 39,902 (44)

8. 材        料         費 3,415 (16) 内 収 益 的 支 出 分 39,902 (45)

9. 薬        品         費 650 (17) 資 本 的 支 出 分 (46)

10. 路　 面 　復　  旧　 費 15,379 (18) 訳 (47)

11. 委        託         料 274,017 (19) 支給 対象 人員 数(人) 8 (48)

(1)原 水 及 び 浄 水 費 205,256 (20) 延  支 給  月　数(月) 93.336 (49)

内 (2)配 水 及 び 給 水 費 35,420 (21) 延  勤 続　年  数(年) 67 (50)

(3)業　　　 務　　　 費 31,494 (22) 18.広  報  活   動   費 (51)

訳 (4)総　　　 係　　　 費 1,847 (23)
給

与

す

る 職員一人当たり平均給与 519 (52)

(5)そ　　　 の　　　 他 (24)
に

関

調
退職手当平均支給月数 12 (53)

12. 負        担         金 42,366 (25) 19.受　託　工 　事 　費 219 (54)

13. 受        水         費 445,327 (26) 20.附　帯　 事　 業　費 (55)

う ち 資 本 費 相 当 額 99,546 (27) 21.材料及び不用品売却原価 117 (56)

14. そ        の         他 75,875 (28) 22.経　　常　　費  　用 2,107,610 (57)

15. 費    用     合      計 2,107,274 (29) (58)

基 準 額 1,040 (59)

実繰入額 1,040 (60)

(61)

(62)

(63)

 2．(1)企業債利息 0 2 (1)

 3．減 価 償 却 費 (2)

13． (3)

15．費　用　合　計 (4)

辺　地　債　分 (5)

過　疎　債　分 (6)

資本費平準化債分 (7)

(8)

災害復旧事業債分 (9)

(10)

(11)

上水道事業分 75,568 (12)

辺　地　債　分 8 (13)

過　疎　債　分 560 (14)

資本費平準化債分 (15)

(16)

災害復旧事業債分 (17)

(18)

1. 受水費のある事業にあっては,受水費中の列27「うち資本費相当額」を記入すること。

なお，資本費相当額とは用水供給事業等の給水原価に占める資本費の割合を当該受水費に乗じて算出したものとする。

2. 委託料とは,浄水場等の施設運営委託,検針,料金徴収,庁舎清掃等の委託に要する経費の合計額を記入すること。

３８２０３５

1 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

施 設 名 ００１ 末端給水事業

０１０ 水道事業

経 営 主 体 ３ 市営

黒・赤字別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ 規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

宇和島市団 体 名

愛媛県都道府県名

※

通勤

手当

は税

抜き

水道－11－４ １
３８２０３

５
２１ ０１０

コ
ー
ド

退 職 給 付 引 当 金

取 り く ず し 額

企業債利息に対して
繰 入 れ た も の

受 水 費 の う ち

資 本 費 相 当 額

う

ち

う
ち
簡
易
水
道
事
業
分

企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息

他会計借入金等利息

17.

退
職

関

す
る

調

に

02
行

01

列

の

う

ち

01
行

08

列

の

う

ち

公 営 企 業 施 設

等 整 理 債 分

公 営 企 業 施 設

等 整 理 債 分

0 1行 0 8

列

償 却 原 価 法 に よ る 利 息

相当分を除いた企業債利息

01行08列のうち、償却原価法によ
る利息相当分を除いた企業債利息

未 利 用 施 設 の 利 子 に

充 て る 企 業 債 分

未 利 用 施 設 の 利 子 に

充 て る 企 業 債 分
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22  貸 借 対 照 表

列
   項     　　　　　　     目  行 金　　　額 番    項     　　　　　　     目  行 金　　　額

(千円） 号 (千円）

1.  固         定         資          産 0 1 13,515,572 (1) 9.     資     　　  　本  　　　　　　　金 0 1 6,156,214 (46)

(1) 有    形    固     定    資    産 13,231,948 (2)   ア                             　　 1,730,285 (47)

  ア   土                        地 672,205 (3)   イ (48)

  イ   償      却       資       産 28,733,388 (4) ウ 413,619 (49)

 う   ち   リ   ー   ス   資   産 (5) エ　　　　　　　　　　　  　       4,012,310 (50)

ウ   減 価  償  却  累 計  額(△) 16,392,608 (6) 10.     剰     　　  　余  　　　　　　　金 2,478,742 (51)

 うちリース資産減価償却累計額(△) (7) (1)    資     本      剰      余　　 金 8,807 (52)

エ   建    設    仮     勘     定 218,963 (8)    ア   国     庫      補     助    金 5,980 (53)

オ   そ          の            他   イ    都   道   府  県  補   助   金 536 (54)

(2) 無    形    固     定    資    産 283,624 (9) ウ   工     事      負     担    金 780 (55)

(3) 投  資  そ  の  他   の   資   産 (10) エ   再   評    価    積    立   金 (56)

(11) オ   そ          の              他 1,511 (57)

(12) (2)    利     益      剰      余　　 金 2,469,935 (58)

(13)    ア   減     債      積     立    金 1,696,127 (59)

2. 流         動         資         産 2,609,501 (14)    イ   利     益      積     立    金 11,100 (60)

(1) 現    金    及     び    預    金 2,250,928 (15) ウ   建   設   改  良  積   立   金 249,556 (61)

(2) 未　収　金　及 び　未　収　収　益 342,887 (16) エ   そ   の    他    積    立   金 (62)

(3) 貸　　倒　　引　　当　　金　 (△) 9,955 (17) 513,152 (63)

(4) 貯             蔵              品 25,641 (18) (64)

(5) 短    期    有     価    証    券 (19) 237,708 (65)

3. 繰         延         資         産 (20) (66)

4. 資         産         合         計 16,125,073 (21) 11. そ  の  他  有 価 証 券 評 価 差 額 (67)

5. 固         定         負         債 4,434,491 (22) 12. 資         本         合         計 8,634,956 (68)

(1) 4,269,606 (23) 13. 負    債   ・   資    本    合   計 16,125,073 (69)

(2) (24) 14. 不         良         債         務 (70)

(3) (25) 15. 実    質   資   金    不    足   額 (71)

(4) (26) 16.　 資　　本　　 不　　足　　額　　(△) (72)

(5) (27) 17.　 資本 不 足 額（繰延収益控除後）(△) (73)

(6) 164,885 (28) 経      常      利       益 306,506 (74)

(7) (29) 経     常     損     失(△) (75)

(8) (30) 0 2 164,885 (1)

6. 流         動         負         債 691,531 (31) (2)

  (1) 437,893 (32) (3)

  (2) (33) (4)

  (3) (34) 23,573 (5)

  (4) (35) (6)

  (5) 23,573 (36) (7)

  (6) (37) (8)

  (7) (38) ア (9)

  (8) 200,190 (39) (10)

  (9) 3 (40) (11)

  (10) 29,872 (41) イ (12)

7. 繰         延         収         益 2,364,095 (42) (13)

  (1) 6,595,817 (43) (14)

  (2) 4,231,722 (44) ウ (15)

8. 負         債         合         計 7,490,117 (45) エ (16)

オ (17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

3,156,580 (23)

881,839 (24)

1,401,360 (25)

91,056 (26)

(27)

831,854 (28)

233,128 (29)

う

ち オ

う
ち

利 益 剰 余 金

再 掲

水道事業０１０

３８２０３５

１ 法適用企業

団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

水道－11－５

宇和島市団 体 名

愛媛県都道府県名

経 営 主 体 ３ 市営

黒 ・ 赤字 別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ 規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

施 設 名 ００１ 末端給水事業

再 評 価 組 入 資 本 金

繰 入 資 本 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 利 益

当 年 度 純 損 失 (△)

(△)

１
３８２０３

５
２２ ０１０

コ
ー
ド

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

他 公 営 企 業 出 資 金

そ の 他 出 資 金

他 会 計 貸 付 金

そ の 他 貸 付 金

短 期 貸 付 金

うち
一 般 短 期 貸 付 金

他 会 計 貸 付 金

内訳

内訳

出 資 金

長 期 貸 付 金

基 金

当 年 度 未 処 分

組 入 資 本 金
(造 成 資 本 金)

固 有 資 本 金
(引 継 資 本 金)

0 1行 1 0列

の う ち

0 1行 1 4列

の う ち

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 長 期 借 入 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 長 期 借 入 金

修 繕 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 の 長 期 借 入 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

一 時 借 入 金

未 払 金 及 び 未 払 費 用

前 受 金 及 び 前 受 収 益

そ の 他

引 当 金

そ の 他

そ の 他 の 企 業 債

そ の 他 の 長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

再 建 債

長 期 前 受

長期前受金収益化累計額 (△ )

01行32列及び
3 3列の うち

再 建 債

0 1行 2 8列

の 内 訳

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

そ の 他 引 当 金

0 1行 3 6列

の 内 訳

投 資 有 価 証 券

前払退職手当組合負担金

地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務
（ P F I 法 に 基 づ く 事 業 に 係 る 建 設 事 業 費 等 ）

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

工 事 負 担 金

他 会 計 繰 入 金

寄 付

受 贈

そ の 他

0 1行 4 3列
の 内 訳



[AGNHY505]
平成30年度決算

23  資本的収支に関する調

列
   項     　　　　　　目  行 金     額 番 　    項     　　　　目  行 金額(千円)等

(千円) 号

(1)  企        業         債 0 1 65,600 (1) チ   ェ    ッ   ク(1～8) 0 2 44,151,057 (1)

   ア 建設改良のための企業債 65,600 (2) 投     資     額(税込み) (2)

   イ そ        の        他 (3) 国                費 (3)

(2)  他  会  計   出  資  金 32,136 (4) 都  道   府   県  費 (4)

資 (3)  他  会  計   負  担  金 8,461 (5) 市    町    村    費 (5)

(4)  他  会  計   借  入  金 (6) (12)

本 (5)  他  会  計   補  助  金 (7) 上  記 補 助 対 象 事 業 分 (13)

(6)  固 定 資 産 売 却 代 金 (8) の内訳 単  独   事   業  分 (14)

的 (7)  国   庫    補   助   金 (9) (15)

(8)  都 道  府  県  補 助 金 (10) 取  得  用  地  面  積  (㎡) (16)

収 (9)  工   事    負   担   金 21,063 (11) 上  記 (17)

(10) そ         の        他 (12) の内訳 単 独 事  業 分 (㎡) (18)

入 (11) 計    (1)～(10)     (a) 127,260 (13) (19)

(12) (14) 建設改良費の翌年度への繰越額 489,856 (20)

(13) (15) 上  記 補 助 対 象 事 業 分 358,146 (21)

(14) 純計 (a)-{(b)+(c)}  (d) 127,260 (16) の内訳 単  独   事   業  分 131,710 (22)

(1) 505,935 (17) 継 続 費  逓 次 繰 越 額 (23)

う  42,412 (18) 建 設  改  良  繰  越 額 489,856 (24)

ち  (19) 事 故  繰  越  繰  越 額 (25)

 24,452 (20) 事   業    繰    越   額 (26)

6,000 (21) 01行17列 (27)

 481,483 (22) の 内 訳 505,935 (28)

資 59,600 (23) 他  会  計  繰  入  金  合 計 40,597 (29)

企 内 6,000 (24) 40,597 (30)

業 59,600 (25) (31)

債 訳 (26) ア (32)

本  国   庫    補    助   金 (27) イ (33)

 都  道  府  県 補  助 金 (28) (34)

 工   事    負    担   金 21,063 (29) (35)

 他  会   計   繰  入  金 40,597 (30) 基 準 額 30,053 (36)

的  そ        の          他 378,675 (31) 実繰入額 30,053 (37)

(2) 519,536 (32) 基 準 額 1,040 (38)

う (33) 実繰入額 1,040 (39)

支 (34) (40)

ち 68,468 (35) (41)

    ア 建設改良のための企業債 440,804 (36)
繰

入 基 準 額 31,093 (42)

    イ そ        の        他 78,732 (37)
再

掲 実繰入額 31,093 (43)

出 (3) (38) (44)

(4) (39) (45)

(5) そ         の         他 2,447 (40) (46)

(6) 計     (1) ～ (5)    (e) 1,027,918 (41) (47)

差   引 (1)  差          　額 (42) (48)

 (d)-(e) (2) 不 足 額 (△)(f) 900,658 (43) (49)

(1) (44) (50)

(2) 590,521 (45) (51)

補 (3) (46) (52)

塡 (4) (47) 451,068 (53)

財 (5) 275,444 (48) 745 (54)

源 (6) (49) う 26,610 (55)

(7) 34,693 (50) (56)

34,693 (51) (57)

(8) 計     (1) ～ (7)    (g) 900,658 (52) ち (58)

補塡財源不足額 (△)  (f) - (g) (53) (59)

当年度同意等債で未借入又は未発行の額 (54) (60)

1. 固      定      資     産 13,841,195 (55) (61)

2. 流      動      資     産 2,555,154 (56) う (62)

3. う   ち    未    収    金 450,438 (57) (63)

4. 資　　　    本　　　   金 5,913,567 (58) ち (64)

5. 剰          余         金 2,481,597 (59) (65)

6. 負  債 ・ 資  本   合  計 16,396,349 (60) (66)

7. 繰　　　延　　 収　　　益 2,512,757 (61)

8. そ の 他 有価証券評価差額 (62)

う ち 翌 年 度 へ 繰 越 さ れ る

支 出 の 財 源 充 当 額 ( b )

前 年 度 同 意 等 債 で

今 年 度 収 入 分 ( c )

01

行

17

列

の

内

訳

上 記 に 対 す る 財 源

と し て の 企 業 債

上 記 に 対 す る 財 源

と し て の 企 業 債

他 会 計 か ら の

長 期 借 入 金 返 還 額

3.

補 助 対 象 事 業 費

単 独 事 業 費

建 設 利 息

他 会 計 へ の 支 出 金

企 業 債 償 還 金

う ち 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

資 本 的 収 支 調 整 額

期
首
資
産
等

状

況
調

行

政

投

資

実

績

調

財

源

内

訳

｢ 02行 12列｣のうち先行取得用地分

｢02行16列｣のうち先行取得用地面積(㎡)

02

行

20

列

の

内

訳

繰 出 基 準 に 基 づ く 事 由 に

係 る 上 乗 せ 繰 入

補助対象事業分(㎡)

新増設に関するもの

改 良 に 関 す る も の

｢01行17列｣のうち用地取得費

( 1 )繰出基準に基づく繰入金

( 2 )繰 出 基 準 以 外 の 繰 入 金

繰出基準の事由以外の繰入

宇和島市団 体 名

愛媛県都道府県名

水道事業０１０

水道－11－６

｢
｣

建

設

改

良

費

の

財

源

内

訳

01

行

17

列

３８２０３５

１ 法適用企業

１

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満団 体 コ ー ド

法 適 ・ 非 適

施 設 名 ００１ 末端給水事業

経 営 主 体 ３ 市営 用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

当年度利益剰余金処分額

繰 越 利 益 剰 余 金 処 分 額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金

積 立 金 取 り く ず し 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

職 員 給 与 費

建 設 改 良 費

１
３８２０３

５
２３ ０１０

コ
ー
ド

｢
｣

企業債償還に対して繰

入 れ た も の

「21表59,60列」再掲

企業債利息に対して

繰 入 れ た も の

企業債元利償還

金に対して繰入

れ た も の

民 間 資 金 に よ る 借 換 に か か る も の

う

ち

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機

市 場 公 募 債

そ の 他

01行03列

の う ち

0 1行 3 2
列

の う ち

上 水 道 事 業 分

( 繰 上 償 還 分 除 く 。 ）

辺 地 債 分

過 疎 債 分

資 本 費 平 準 化 債 分

公営企業施設等整理債

災 害 復 旧 事 業 債 分

簡 易 水 道 事 業 分

( 繰 上 償 還 分 除 く 。 ）

辺 地 債 分

過 疎 債 分

資 本 費 平 準 化 債 分

公営企業施設等整理債

災 害 復 旧 事 業 債 分

政 府 資 金 に 係 る

繰 上 償 還 金 分
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

に 係 る 繰 上 償 還 金 分

そ の 他 資 金 に 係 る

繰 上 償 還 金 分

「 0 2 行 3 1 列 」 の う ち 、 国 の 補 正 予 算 等

に 基 づ く 事 業 に 係 る 繰 入

財 政 融 資 資 金
地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金

そ の 他

6.

5.

4.

2.

1.

借 換 に 係 る も の

資 本 費 平 準 化 債 に 係 る も の

簡
易
水
道

事

業

分

借 換 債 分

借 換 債 分
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平成30年度決算 24  企 業 債 に 関 す る 調

列番号 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

項　           　 　　目 行 起債前借 1.0%未満 1.0%以上2.0%未満 2.0%以上3.0%未満 3.0%以上4.0%未満 4.0%以上5.0%未満

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1. 0 1 6,000 1,510,295 1,454,682 1,473,105 124,701 138,716

財政融資 0 2 6,000 385,219 235,072 734,276 95,174 116,455

郵便貯金 0 3

2. 簡易生命
保　　険

0 4

(2) 0 5 1,125,076 1,219,610 738,829 29,527 22,261

(3) 0 6

(4) 0 7

(5) 0 8

(6) 0 9

(7) 1 0

(8) 1 1

(9) 1 2

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)

項　           　 　　目 行 5.0%以上6.0%未満 6.0%以上7.0%未満 7.0%以上7.5%未満 7.5%以上8.0%未満 8.0%以上 合      計 合　計　の 　内　訳

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 証書借入分  (千円) 証券発行分  (千円) (千円)

1. 0 1 4,707,499 4,707,499 155,296

財政融資 0 2 1,572,196 1,572,196

郵便貯金 0 3

2. 簡易生命
保　　険

0 4

(2) 0 5 3,135,303 3,135,303

(3) 0 6

(4) 0 7

(5) 0 8

(6) 0 9

(7) 1 0

(8) 1 1

(9) 1 2

(1) 政 府 資 金

水
道
－

1
1－

７

地方公共団体金融機構

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

共 済 組 合

交 付 公 債

そ の 他

企 業 債 現 在 高

３８２０３５

１ 法適用企業

団体コード

法適・非適

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒・赤字別

経 営 主 体

水 源 区 分

３ 市営

１ 経常利益を生じた事業（黒字） ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

用 途 区 分

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

２ 50％以上 80％未満

団 体 名

都 道 府 県 名

０１０ 水道事業
宇和島市

愛媛県

００１ 末端給水事業施 設 名

内

訳

(1) 政 府 資 金

地方公共団体金融機構

市 中 銀 行

市中銀行以外の金融機関

市 場 公 募 債

共 済 組 合

交 付 公 債

そ の 他

内

訳

企 業 債 現 在 高

政 府 保 証 付 外 債

政 府 保 証 付 外 債

１
３８２０３

５
２４

コ
ー
ド

０１０

「合計」のうち建設改良費等以外
の経費に対する企業債現在高

建設改良費及び準建設改
良費以外の経費に対する
企業債残高を資金別に記
入すること。

企業債の償還に要する資金の全部又

は

一部を一般会計等において負担する
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平成30年度決算

25  職種別給与に関する調
　 　

列
   項     　　　　　　目  行 金額（千円)等 番 　 項     　　　　　　目  行 金額（千円)等

号

(人) 0 1 216 (1) 　 0 1 (41)

(人) 18 (2) 　 (42)

71,172 (3) 　 (歳) (43)

37,668 (4) 　 　 (年) (44)

5,207 (5) 　 　(人) 444 (45)

296 (6) 　 　(人) 37 (46)

　
28,893 (7) 　 151,667 (47)

3,272 (8) 　 78,595 (48)

108,840 (9)  　 8,782 (49)

(歳) 852 (10) 　 　 2,251 (50)

 (年) 386 (11) 　 61,091 (51)

(人) 228 (12) 　 6,471 (52)

(人) 19 (13) 230,262 (53)

80,495 (14) 　(歳) 1,787 (54)

40,927 (15) 　　 (年) 859 (55)

3,575 (16) 147,817 (56)

1,955 (17) 3,850 (57)

32,198 (18) (58)

3,199 (19)

121,422 (20)

　
　　 (歳) 935 (21)

　 　　 (年) 473 (22)

　 　　 (人) (23)

　 　　　　 (人) (24)

　 　　 (25)

　 　　　 　　 (26)

　
　　 (27)

　 (28)

　 　　 (29)

　 　 　　 (30)

　
　 　　

　　 (31)

　　 (歳) (32)

　　 (年) (33)

　　　 (人) (34)

 (人) (35)

　 　 (36)

　 　 (37)

　
内

　 (38)

　 (39)

訳
　 (40)

　 　

　 　

　 　

　 　水道－11－８

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

内

訳

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

（1）

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

内

訳

（2）

(3)

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

年 間 延 職 員 数

年 度 末 職 員 数

基 本 給

手 当

時 間 外 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

期 末 勤 勉 手 当

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

(4)

そ

の

他

内

訳

内

訳

(4)

そ

の

他

そ の 他

計

延 年 齢

延 経 験 年 数

内
訳

(5)

(注)通勤手当は税込みで記入すること。

団体コード ３８２０３５

法適用企業法適・非適 １

施 設 名 ００１ 末端給水事業

水道事業０１０

団 体 名 宇和島市

愛媛県都道府県名

事
務
職
員

集
金
・
検
針
員

１
３８２０３

５
２５ ０１０

コ
ー
ド

１

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒 ・ 赤 字 別 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

経 営 主 体 ３ 市営 用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

技
術
職
員

合

計

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当

基

本

給

内

訳

47

列
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平成30年度決算 30 施設及び業務概況に関する調(付表)

列
項   目 　行 数　　　　　値 番    項   目 　  行 数　　　　　値

号

1・  給　  水  　戸 　 数  (戸) 0 1 37,406 (1) 5. 0 1 (35)

(1) 取　水　能　力 48,515 (2)
給区
水域

給 水 区 域 面 積 (ha) 現　在 10,833 (36)

2. ① ダム以外の表流水 (〃) 802 (3) 6. 計 画 年 間 給 水 量 16,932 (37)

内 ② ダムによるもの (〃) 18,797 (4) 7. (38)

能 ③ 伏　　流　　水 (〃) (5) 現在 (39)

④ 地　　下　　水 (〃) 7,390 (6) (40)

訳 ⑤ 受　　　　　水 (〃) 21,526 (7)   チ ェ ッ ク     ( 5. + 6. + 7. ) 27,765 (41)

力 ⑥ その他 の水 源 (〃) (8) (42)

(9) (43)

(10)
8.
箇

上     水     道     の      数 1 (44)

(11)
所
数

簡   易   水   道     の     数 (45)

3. (1)  取 　水　  量 28,667 (12) 9. 独立行政法人水資源機構 元金 (46)

(13) 割賦負担償還額（千円） 利息 (47)

水 (2)  配　   水 　  量 (〃) 28,287 (14) (48)

(3)  有   収   水   量 (〃) 22,061 (15) (49)

内  ア　家　 庭　 用 (〃) 16,346 (16) 10. (1)　 取　    水　    部　    門 58,731 (50)

量  イ　工 　場 　用 (〃) 961 (17)
有
形

(2)　 導　    水    　部    　門 133,206 (51)

訳  ウ　そ 　の 　他 (〃) 4,754 (18)
固
定

(3)　 浄　    水　    部   　 門 1,829,019 (52)

(19)
資
産

(4)　 送   　 水    　部  　  門 1,438,862 (53)

(20)
額

(5)　 配   水   給  水   部 　門 8,542,060 (54)

(21)
千
円

(6)　 そ   の     他    部    門 1,230,070 (55)

(22)  　　 計　 　(1)  ～  (6) 13,231,948 (56)

(23) 11. 検 針 業 務 (%) 100.0 (57)

(24) 給 水 工 事 業 務 (%) 100.0 (58)

(25) 全部導入１

4.
(1)前 年 度 末 現 在 数 (個) 2,883 (26) 施設設備管理の遠隔制御 一部導入２  (59)

(2)当 年 度 設  置  数 (〃) 15 (27) 導入なし３

(3)当 年 度設 置総 額(千円) 8,461 (28) 全部導入１

(4)当年度維持管理費    (〃) 8,461 (29) 一部導入２  (60)

(5)当 年 度 末 現 在 数　(個) 2,886 (30) 導入なし３

01行29列のうち職員の人件費 (千円) (31) 水 道 料 金 徴 収 に 全部導入１ 0 2

か か る 電 算 化 一部導入２  (1)

導入なし３

全部導入１

人 事 ・ 給 与 シ ス テ ム 一部導入２  (2)

(32) 導入なし３

全部導入１

財 務 会 計 シ ス テ ム 一部導入２  (3)

導入なし３

(33) 全部導入１

設 計 積 算 シ ス テ ム 一部導入２  (4)

(34) 導入なし３

BTO方式１

Ｐ Ｆ Ｉ 方 式 BOT方式２  (5)

その他方式
３

導入なし４

第 三 者 へ の 業 務 委 託 導入済 １  (6)

導入なし２

用 水 供 給 先 団 体 数

水道事業０１０

団 体 コ ー ド ３８２０３５

法 適 ・ 非 適 １ 法適用企業

施 設 名 ００１末端給水事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ３ 市営

黒 ・ 赤字 別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

水道－11－９

税
込
み

都 道 府 県 名

団 体 名

愛媛県

宇和島市

用団

水

供体
給
先数

（m3／日）

（m3／日）

（千m3）

(
 
 
  
)

１３８２０３５３０ ０１０
コ
ー
ド

消

火
栓

設

況

状

置

業

務
の

託

化

・

等

委

化

Ａ

Ｏ 施 設 設 備 管 理 の
テ レ メ ー タ

の 導 入
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平成30年度決算 40  繰入金に関する調

列
   項     　　　　　　　目 金　　　額 番 項     　　　　　　　　目 金　　　額

(千円) 号 (千円)

(1) 基 準 額 0 1 13,431 (1)     基 準 額 0 2 (1)

営 実繰入額 13,431 (2) 実繰入額 (2)

基 準 額 13,431 (3) 2.     基 準 額 (3)

業 実繰入額 13,431 (4) 実繰入額 (4)

1. 基 準 額 (5)     基 準 額 (5)

収     実繰入額 (6) 実繰入額 (6)

基 準 額 (7)     基 準 額 (7)

益     実繰入額 (8) 実繰入額 (8)

 基 準 額 4,252 (9)     基 準 額 2,083 (9)

    実繰入額 4,252 (10) 実繰入額 2,083 (10)

基 準 額 (11)     (11)

実繰入額 (12) 実繰入額 (12)

基 準 額 (13) 基 準 額 (13)

(2) 実繰入額 (14)     実繰入額 (14)

基 準 額 (15) 基 準 額 (15)

営 実繰入額 (16)     実繰入額 (16)

基 準 額 (17) 基 準 額 (17)

実繰入額 (18)     実繰入額 (18)

業     基 準 額 1,396 (19) 基 準 額 30,053 (19)

実繰入額 1,396 (20) 実繰入額 30,053 (20)

    基 準 額 1,040 (21)     基 準 額 (21)

外 実繰入額 1,040 (22) 実繰入額 (22)

    基 準 額 (23) 基 準 額 (23)

実繰入額 (24) 実繰入額 (24)

収     基 準 額 (25) 基 準 額 (25)

実繰入額 (26) 　 実繰入額 (26)

    基 準 額 (27) 基 準 額 (27)

益 実繰入額 (28) 　 実繰入額 (28)

    基 準 額 (29) 基 準 額 (29)

実繰入額 (30) 実繰入額 (30)

    基 準 額 (31) 基 準 額 (31)

実繰入額 (32) 実繰入額 (32)

    基 準 額 (33) 基 準 額 (33)

実繰入額 (34) 　 実繰入額 (34)

    基 準 額 (35) 基 準 額 (35)

実繰入額 (36) 　 実繰入額 (36)

(37) 基 準 額 (37)

 (38) 実繰入額 (38)

基 準 額 (39) 基 準 額 (39)

実繰入額 (40) 実繰入額 (40)

基 準 額 1,816 (41) 基 準 額 8,461 (41)

実繰入額 1,816 (42) 実繰入額 8,461 (42)

基 準 額 (43) 基 準 額 8,461 (43)

実繰入額 (44) 実繰入額 8,461 (44)

基 準 額 (45) 基 準 額 (45)

実繰入額 (46) 実繰入額 (46)

基 準 額 (47) 基 準 額 (47)

実繰入額 (48) 実繰入額 (48)

    基 準 額 (49) 基 準 額 58,280 (49)

実繰入額 (50) 実繰入額 58,280 (50)

基 準 額 (51) 4. 営収 他会計負担金 (51)

実繰入額 (52) 業益 (52)

(53) 他会計補助金 (53)

(54) (54)

(3) (55) 他会計繰入金 (55)

実繰入額 (56) 他会計出資金 (56)

2. 基 準 額 32,136 (57) 他会計負担金 (57)

実繰入額 32,136 (58) 他会計補助金 (58)

    基 準 額 (59)       合        計 (59)

実繰入額 (60)  繰出基準等に基づくもの (60)

    基 準 額 (61)  そ      の       他 (61)

実繰入額 (62)  繰出基準等に基づくもの (62)

    基 準 額 (63)  そ      の       他 (63)

実繰入額 (64) 7. 基   準   外   繰   入   合   計 (64)

    基 準 額 (65) 01行27列のうち補正予算債分 (65)

実繰入額 (66) 01行28列のうち補正予算債分 (66)

02行23列のうち補正予算債分 (67)

02行24列のうち補正予算債分 (68)

ア

(ア)

(イ)

(ウ)

(エ)

(オ)

(カ)

行 行

都 道 府 県 名

団 体 名

愛媛県

宇和島市

１
３８２０３

５
４０ ０１０

コ
ー
ド

統合水道（後）
（支払利息分）

高 料 金 対 策

水 源 開 発 対 策

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）
広 域 化 対 策

（建 設 仮 勘 定

支払利息分）

統 合 水 道

（支払利息分）

他 会 計 補 助 金

水道－11－10

水道事業０１０

ア

(ア)

(イ)

他 会 計 負 担 金

消 火 栓

維 持 管 理 費

公共施設におけ

る無償給水に要

す る 経 費

そ の 他

(キ)

(ク)

損

益

勘

定

繰

入

金

水 道 広 域 化 施設

（ 建 設 仮 勘 定

水 道 広 域 化 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）

キ資

本

勘

定

繰

入

金

水 源 開 発 対 策

（建設仮勘定以外

支 払 利 息 分 ）

水 道 広 域 化 対 策

（建設仮勘定以外

支 払 利 息 分 ）

(コ)

(サ)

(ケ)

(シ)

カ

ケ

(ウ)

団体コード ３８２０３５

法適・非適 １ 法適用企業

施 設 名 ００１ 末端給水事業

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

経 営 主 体 ３ 市営

黒・赤字別 １ 経常利益を生じた事業（黒字）

規 模 別 ０５5万人以上 10万人未満

用 途 区 分 ２ 50％以上 80％未満

水 源 区 分 ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

オ

未 普 及 地域 解 消

安 全 対 策

（ 災 害 対 策 ）

コ
安 全 対 策

（ 保 安 対 策 ）

サ
安 全 対 策

（水質安全対策）

シ
水 道 水 源 開 発

（建設仮勘定以外

ス

水 道 広 域化 施 設

（建設仮勘定以外

元 金 償還 分 ）

セ
統 合 水 道
（ 元 金 償 還 分 )

ソ

タ

チ

ト

ネ そ の 他

( 2 ) 他 会 計 負 担 金

ア 消火栓設置費

イ
公 共 水 道

施 設 設 置 費

ウ そ の 他

繰 入 金 計

収

益

勘

定

繰

入

金

利 特 資

本

勘

定

繰

入
金

5. 収益勘定

他 会 計

借 入 金

6. 資本勘定

他 会 計

借 入 金

(02行)  (59)+(61)+(63)

簡 易 水 道

高 料 金 対 策

(セ)

基礎年金拠出金

公 的 負 担

経 費

(ソ)

(タ)

(ト)そ の 他

ア 他会計繰入金

(1) 他会計出資金・補助金

ア
水 道 水 源 開 発

（当年度支出分）

イ
水道広域化施設

（当年度支出分）

ウ

水 道 水 源 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

元 金 分 ）

エ

水 道 水 源 施 設

（ 建 設 仮 勘 定

支払利息分）

資

本

勘

定

繰

入

金

(ス)
簡易水道事業の

統合に要する経費

3.

特利

テ

ク
統 合 水 道（後 ）

（ 元 金 償還 分 ）

8.

営

業

外
益

収

(テ)災 害 復 旧 費

ヌ 災 害 復 旧 費

臨時財政特例債等の
還 に 要 す る 経 費

（ 元 金 分 ）

に 要 す る 経 費

（ 臨 時 措 置 分 ）

に 要 す る 経 費

（ 通 常 分 ）

簡易水道未普及解消

簡易水道の建設改良

簡易水道の建設改良

緊 急 対 策

簡易水道の建設改
に 要 す る 経 費

（ 臨 時 措 置 分 ）

簡易水道の建設改
に 要 す る 経 費

（ 通 常 分 ）

簡易水道未普及解

緊 急 対 策

臨時財政特例債等

（ 支 払 利 息 分 ）
償還に要する経費

用 に 要 す る 経 費

地方公営企業法の

児 童 手 当 に
要 す る 経 費

児 童 手 当 に
要 す る 経 費

(チ)

(ツ)

経営戦略の策定
に要する経費

経営支援の活用
に要する経費

ナ
経 営 戦 略 の 策 定
に 要 す る 経 費

ニ
経 営 支 援 の 活 用
に 要 す る 経 費

ツ
地方公営企業法の
適用に要する経費

実
繰
入
額
が
基
準
額
を
超
え
る
部
分

び
繰
出
基
準
の
事
由
以
外
の
実
繰
入
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平成30年度決算 45　企業債年度別償還状況調

列番号 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

年　　　度 償　　還 政　　     　府　      　　資　      　　金 地方公共団体金融機構 市中銀行 市中銀行以外の金融機関

予 定 額 財政融資 (千円) 郵便貯金 (千円) 簡易生命保険(千円)  (千円)  (千円)  (千円)
平成31年度 元  　金 0 1 185,394 252,499

利　  子 0 2 28,267 39,791
平成32年度 元  　金 0 3 183,574 235,043

利　  子 0 4 24,762 36,161
平成33年度 元  　金 0 5 182,144 218,171

利　  子 0 6 21,242 32,700
平成34年度 元  　金 0 7 184,017 204,627

利　  子 0 8 17,650 29,554
平成35年度 元  　金 0 9 169,186 201,286

利　  子 1 0 14,162 26,601
平成36年度 元  　金 1 1 119,343 201,645

利　  子 1 2 11,355 23,715
平成37年度 元  　金 1 3 111,954 195,445

利　  子 1 4 9,112 20,897
平成38年度 元  　金 1 5 110,032 177,866

利　  子 1 6 7,180 18,330
平成39年度 元  　金 1 7 90,439 148,897

利　  子 1 8 5,388 16,134
平成40年度 元  　金 1 9 47,509 113,898

利　  子 2 0 4,004 14,270
平成41年度 元  　金 2 1 182,604 1,185,926
以　　　降 利　  子 2 2 15,561 95,828

起債前借額 2 3 6,000
合計（元金計＋起債前借額） 2 4 1,572,196 3,135,303

(7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16)

水道事業（法適用）のうち

年　　　度 償　　還 市場公募債 共済組合 政府保証付外債 交付公債 その他 合計 簡易水道事業分

予 定 額  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)  (千円)
平成31年度 元  　金 0 1 437,893

利　  子 0 2 68,058
平成32年度 元  　金 0 3 418,617

利　  子 0 4 60,923
平成33年度 元  　金 0 5 400,315

利　  子 0 6 53,942
平成34年度 元  　金 0 7 388,644

利　  子 0 8 47,204
平成35年度 元  　金 0 9 370,472

利　  子 1 0 40,763
平成36年度 元  　金 1 1 320,988

利　  子 1 2 35,070
平成37年度 元  　金 1 3 307,399

利　  子 1 4 30,009
平成38年度 元  　金 1 5 287,898

利　  子 1 6 25,510
平成39年度 元  　金 1 7 239,336

利　  子 1 8 21,522
平成40年度 元  　金 1 9 161,407

利　  子 2 0 18,274
平成41年度 元  　金 2 1 1,368,530
以　　　降 利　  子 2 2 111,389

起債前借額 2 3 6,000
合計（元金計＋起債前借額） 2 4 4,707,499

３８２０３５

１ 法適用企業

団 体 コー ド

法 適 ・非 適

事 業 区 分 １ 上水道事業のみ

黒・赤字別

経 営 主 体

水 源 区 分

３ 市営

１ 経常利益を生じた事業（黒字） ５ 受水を主とするもの

原 価 区 分 ２ 給水原価165円以上263円未満（末端）

用 途 区 分

規 模 別 ０５ 5万人以上 10万人未満

２ 50％以上 80％未満

０１０ 水道事業

行

行

００１ 末端給水事業施 設 名

団 体 名

都 道 府 県 名

宇和島市

愛媛県

コ
ー
ド

３８２０３

５
４５ ０１０１

水
道
－

11
－

1
1

・「元金合計+起債前借額」は資金別にそれ
ぞれ24表「企業債に関する調」の現在高と一
致すること

定額には含めないこと
を一括して23行に記入し、各年度の元金償還予
・起債前借額は決算日又は出納閉鎖日現在の額


